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＜地方裁判所における民事訴訟事件（第一審）の審理の状況＞

１．１ 民事第一審訴訟事件の統計について

今回の報告書における第一審訴訟事件の統計について，事件票の追加項目に関するデー

タを扱うことなどを説明する。

１．２ 民事第一審訴訟事件の統計データ

○ 人証調べに関する状況 【表１～図１４】

（平均人証調べ期間等）

民事通常第一審訴訟の人証実施事件についての平均人証調べ期間は０．９月，平均人証

調べ期日回数は１．４回である（【表１】，【表２】）。人証調べは１回の期日で終了した事件が格

段に多く（【表３】），集中証拠調べの実施が一般化している状況がうかがえる。

（審理期間別の平均人証調べ期間等）

審理期間が長い事件ほど，平均人証調べ期間が長くなるとともに，平均人証調べ期日回数

が多くなり，人証調べが１回の期日で終了した事件の割合が少なくなっている（【図５】，【図

６】）。また，全期日回数が多い事件ほど，平均人証調べ期日回数が多くなり，人証調べが１回

の期日で終了した事件の割合が少なくなっている（【図７】，【図８】）。これらによれば，全体の

審理期間が長く期日回数が多かった事件については，人証調べにも期日を要し期間がかかっ

ているといえる。

（事件類型別の平均人証調べ期間）

事件数が少ない「公害差止め」と「親子関係」を除くと，「建築瑕疵損害賠償」の平均人証調

べ期間が長く，平均人証調べ期日回数が多い（【図９】，【図１０】）。

（人証数別の平均人証調べ期間）

人証数が多くなるほど，平均人証調べ期間が長くなるとともに，平均人証調べ期日回数が多

くなり，人証調べが１回の期日で終了した事件の割合が少なくなっている（【図１１】，【図１２】，

【図１３】）。

（各手続段階ごとの平均期間の状況）

全体の審理期間が長くなるにつれ，各手続段階の期間がそれぞれ長くなっているが，特に

長くなっているのは第１回口頭弁論期日から人証調べ開始までの期間（争点整理の期間）であ

る（【図１４】）。

○ 上訴に関する状況 【表１５～図２３】
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（上訴率等）

上訴率（判決終局事件が母集団）は１６．８％，全既済事件のうち上訴があった事件の割合

（「上訴事件割合」と称する。）は７．１％である（【表１５】）。

（上訴の有無別の平均審理期間等）

判決で終局した事件について，上訴があった事件の平均審理期間は，上訴がなかった事件

のそれの２倍以上の長さになっている（【図１６】）。上訴がなかった事件の中には，欠席判決や

公示送達のケースが含まれているが，これに対し母集団を対席事件（被告側が弁論をした事

件）に絞ると，上訴の有無による平均審理期間の差はいくらか縮まり（【図１８】），さらに人証調

べ実施事件に絞ると，その差は３月ほどとなる（【図１９】）。

他方，全期日回数が増加し，審理期間が長くなるにつれ，上訴率が上がっていく傾向が見

られるが（【図２０】，【図２１】），そのような事件ほど，①内容が複雑困難で，容易には勝敗を決

し難い事件，②争訟性が高い事件，③当事者が多数の事件などが，より多く含まれるということ

を反映したものと考えられる。

（事件類型別の上訴率等）

上訴率が比較的高い事件類型は，人事訴訟を除けば，「公害差止め」，「知的財産」，「労

働」，「医療損害賠償」などであるが（【図２２】），事件内容の複雑さや争訟性の高さ等を反映し

たものと考えられる。また，人証数が多い事件ほど上訴率が高くなるという傾向が見られるが

（【図２３】），これも，事件内容の複雑さや争訟性の強さ等を反映したものと考えられる。

１．３ 第一審における専門訴訟事件の統計について

１．３．１ 医事関係訴訟

○ 人証調べに関する状況 【図２４～図２７】

医事関係訴訟の人証実施事件についての平均人証調べ期間は２．０月，平均人証調べ期

日回数は，１．７回であり（【図２４】，【図２５】），民事第一審訴訟事件全体を上回っている。こ

れらは，基本的には，取り調べなければならない人証数の多さを反映したものと考えられる。

もっとも，医事関係訴訟においても，人証数１人から３人の場合は，大半が１回の期日で人

証調べが終了しており（【図２６】），集中証拠調べの定着がうかがわれる。

医事関係訴訟についても，全体の審理期間が長くなるにつれ，争点整理の期間が相当程

度長くなっているほか，３年を超えた事件においては，人証調べ終了後弁論終結までの期間

が大幅に長くなっているという特徴が見られる（【図２７】）。これは，人証調べ後，鑑定や和解に

期間を要したことが反映しているのではないかと考えられる。

○ 上訴に関する状況 【図２８～図３０】
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医事関係訴訟の上訴率は４０．１％であり，民事第一審訴訟事件全体と比べ顕著に高い

（【図２８】）。

また，医事関係訴訟においては，上訴の有無による審理期間の差は小さい（【図２９】，【図３

０】）。民事訴訟一般の場合と異なり，上訴のない事件であっても，基本的に複雑困難であり，

争訟性が高く，上訴のあった事件と同等の審理がされていることによるものと考えられる。

○ 鑑定に関する状況 【表３１～図３６】

（平均鑑定期間等）

医事関係訴訟において鑑定を実施した事件については，平均鑑定期間は６．４月，この内

訳として①「鑑定採用日から鑑定人指定日まで」の平均期間は１．６月，②「鑑定人指定日から

鑑定書提出日まで」の平均期間は４．９月となっている（【表３１】，【表３２の１】）。ただし，この

「鑑定期間」及び①の期間のデータは，正式の「鑑定採用日」より前に事実上鑑定人を探して

いた場合があったとしても，その作業期間を反映していないという問題がある。

（審理期間別の鑑定期間）

審理期間が長い事件ほど，鑑定人指定日から鑑定書提出日までの期間が長いという傾向

がある（【図３４】）。鑑定書の作成に時間を要することが，審理期間の長期化に影響を与えてい

ることがうかがわれる。

（鑑定人選定方法別の鑑定期間）

当事者の推薦による場合より，それ以外の選定方法による場合の方が，鑑定人指定から鑑

定書提出までの期間が短くなっている（【図３６】）。

○ 証拠保全に関する状況 【図３７，図３８】

証拠保全を実施した事件の平均審理期間は，実施しなかった事件のそれより長くなっている

（【図３８】）。実際の医事関係訴訟では，いずれにせよ訴訟係属後に被告医療側から診療録等

の証拠が提出されることが多いため，訴え提起前に証拠保全が実施されたからといって，直ち

に平均審理期間の短縮に結び付くものではないのではないかと考えられる。

○ 診療科目に関する状況 【図３９～図４１】

麻酔科，産婦人科，小児科の平均審理期間が比較的長くなっている（【図３９】）。

○ 付調停に関する状況 【表４２～図４８】

医事関係訴訟については，調停に付される事件は比較的少数であり，母集団のデータ数が

少ないという限界がある。

１．３．２ 建築関係訴訟

○ 人証調べに関する状況 【図４９～図５２の２】
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建築瑕疵損害賠償事件の平均人証調べ期間は３．５月，平均人証調べ期日回数は２．１回，

建築請負代金事件の平均人証調べ期間は１．５月，平均人証調べ期日回数は１．６回であり

（【図４９】，【図５０】），いずれも民事第一審訴訟事件全体を上回っている。これらは，基本的

には，取り調べなければならない人証数の多さを反映したものと考えられる。

もっとも，建築瑕疵損害賠償事件においても，人証数１人から３人の場合は，大半が１回の

期日で人証調べが終了しており（【図５１の１】，【図５１の２】），集中証拠調べの定着がうかがわ

れる。

建築請負代金請求事件において，審理が長期化した事件については，争点整理期間の長

期化に負うところが大きい（【図５２の１】）。建築瑕疵損害賠償事件についても，全体の審理期

間が長くなるにつれ，争点整理の期間が相当程度長くなっているほか，５年を超えた事件にお

いては，人証調べ期間が大幅に長くなっている（【図５２の２】）。これは，人証調べ期間におい

て鑑定がされ，それに期間を要したことが反映しているのではないかと考えられる。

○ 上訴に関する状況 【図５３～図５７】

建築瑕疵損害賠償事件の上訴率は３３．３％，建築請負代金事件の上訴率は２３．９％であ

り，民事第一審訴訟事件全体の上訴率よりも高い（【図５３】）。

また，建築瑕疵損害賠償事件においては，上訴の有無による審理期間の差はそれほど大き

くないが，建築請負代金事件においては，その差が大きく開いている（【図５４】，【図５５の１】，

【図５５の２】）。

○ 鑑定に関する状況 【表５８～図６３】

（平均鑑定期間等）

建築関係訴訟において鑑定を実施した事件については，平均鑑定期間は６．３月，この内

訳として①「鑑定採用日から鑑定人指定日まで」の平均期間は１．０月，②「鑑定人指定日から

鑑定書提出日まで」の平均期間は５．３月となっている（【表５８】，【表５９の１】）。ただし，この

「鑑定期間」及び①の期間のデータは，正式の「鑑定採用日」より前に事実上鑑定人を探して

いた場合があったとしても，その作業期間を反映していないという問題がある。

（審理期間別の鑑定期間）

建築瑕疵損害賠償事件については，審理期間が長い事件ほど，鑑定人指定日から鑑定書

提出日までの平均期間が長いという傾向があるが，建築請負代金事件については，１年超２年

以内の事件について，同平均期間が最も長くなっている（【図６１】）。

（鑑定人選定方法別の鑑定期間）

当事者の推薦による場合の方が，それ以外の選定方法による場合より，鑑定人指定から鑑

定書提出までの平均期間が短くなっている（【図６３】）。
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○ 瑕疵主張に関する状況 【図６４～図７０】

（瑕疵主張の有無別の平均審理期間等）

瑕疵主張のある建築関係訴訟の平均審理期間は２２．５月，瑕疵主張のない建築関係訴訟

のそれは１０．３月であり，前者は後者の２倍以上となっている（【図６５】）。瑕疵主張の有無に

よって，争点整理にかかる期間が異なることを反映しているものと考えられるが，その他にも，

【図６６】に見られる平均人証数の違い，【図６７】に見られる鑑定実施率の違いを反映している

ものと考えられる。

（瑕疵の内容別の平均審理期間等）

主張された瑕疵の内容（分野）によって，平均審理期間，平均人証数，鑑定実施率に多少

のばらつきが見られる（【図６８】，【図６９】，【図７０】）。

○ 付調停に関する状況 【表７１～図７７の２】

（平均調停期間等）

建築関係訴訟において付調停があった事件については，建築瑕疵損害賠償事件の平均調

停期間は１５．０月，平均調停期日回数は１１．１回であり，建築請負代金事件の平均調停期間

は１３．２月，平均調停期日回数は９．４回である（【表７１】，【表７２】）。

（付調停の有無別の平均審理期間等）

建築瑕疵損害賠償事件及び建築請負代金事件のいずれにおいても，付調停のあった事件

の平均審理期間が，付調停のなかった事件のそれより長くなっているが，その差は，建築請負

代金事件の方が大きい（【図７４】）。いずれにおいても，調停が不成立で終了した事件の平均

審理期間が長くなっていること（【図７５の１】，【図７５の２】）が付調停事件の平均審理期間を押

し上げているものとみられるが，建築請負代金事件については，そもそも実質的な争いがない

事件も含まれていることが，付調停のなかった事件の平均審理期間を短くしているものと考え

られる。

（審理期間別の平均調停期間）

付調停があった事件については，全体の審理期間が長くかかったものほど平均調停期日回

数が多く，平均調停期間も長くなっている（【図７６の１】，【図７６の２】，【図７７の１】，【図７７の

２】）。

１．３．３ 知的財産権訴訟

○ 人証調べに関する状況 【図７８～図８１】

知的財産権訴訟の各統計データ（【図７８～図８１】）は，民事第一審訴訟事件全体の各統

計データ（【図１３】，【図１４】，【図７８】，【図７９】）と類似した傾向を示している。
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○ 上訴に関する状況 【図８２，図８３】

知的財産権訴訟における上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合は，

民事第一審訴訟事件全体の各数値のそれぞれ２．６倍，２．１倍である（【図８２】）。これは，知

的財産権訴訟においては，欠席判決や自白に基づく判決などによって終局する争いのない事

件が民事第一審訴訟事件全体に比べて少なく，その分上訴が申し立てられる事件の割合が

高いためではないかと考えられる。

また，知的財産権訴訟における上訴の有無別の平均審理期間を比較すると，上訴の有無

による平均審理期間の差は２．６月と限られたものとなっている（【図８３】）。これは，知的財産

権訴訟においては，実質的な争いがなく短期間で判決に至るような事件が少ない上，技術的

事項等が争点となる専門性が高い事件が多いことから，上訴のない事件であっても，上訴のあ

った事件とおおむね同様の審理がされていることが多いためではないかと考えられる。

１．３．４ 労働関係訴訟

○ 人証調べに関する状況 【図８４～図８７】

労働関係訴訟の各統計データ（【図８４～図８７】）は，民事第一審訴訟事件全体の各統計

データ（【図１３】，【図１４】，【図８４】，【図８５】）と類似した傾向を示している。

○ 上訴に関する状況 【図８８，図８９】

労働関係訴訟における上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合は，民

事第一審訴訟事件全体の各数値のそれぞれ２．３倍，１．８倍である（【図８８】）。労働関係訴

訟においても，知的財産権訴訟と同様，欠席判決や自白に基づく判決などによって終局する

争いのない事件が少ないため，上訴が申し立てられる事件の割合が高くなっているのではな

いかと考えられる。

また，労働関係訴訟における上訴の有無別の平均審理期間を比較すると，上訴の有無に

よる平均審理期間の差は５．７月であり（【図８９】），民事第一審訴訟事件全体の場合（１１．０

月）と比べると，その差は大きくはない。これは，労働関係訴訟においては，実質的な争いがな

く短期間で判決に至るような事件は多くなく，上訴がなかった事件の中にも，審理に一定程度

の時間を要した事件が相当数含まれていたためではないかと考えられる。

１．３．５ 行政事件訴訟

○ 人証調べに関する状況 【図９０～図９３】

行政事件訴訟においては，民事第一審訴訟事件全体と比べると，平均人証調べ期間は０．

５月長く，平均人証調べ期日回数は０．３回多い（【図９０】，【図９１】）。人証数が複数の場合に
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１回の人証調べ期日で人証調べを終了した事件の割合は，行政事件訴訟の方が民事第一審

訴訟事件全体よりも低く（【図１３】，【図９２】），このことが上記の平均人証調べ期間の長さ，平

均人証調べ期日回数の多さに影響していると考えられる。

○ 上訴に関する状況 【図９４，図９５】

行政事件訴訟における上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合は，民

事第一審訴訟事件全体の各数値のそれぞれ２．１倍，３．４倍である（【図９４】）。これは，行政

事件訴訟の性質上，欠席判決や自白に基づく判決などによって終局する争いのない事件がほ

とんどないためではないかと考えられる。

また，行政事件訴訟における上訴の有無別の平均審理期間を比較すると，上訴の有無に

よる平均審理期間の差は４．２月と限られたものとなっている（【図９５】）。これは，行政事件訴

訟においては，実質的な争いのない事件がほとんど見られない上，行政法規の解釈適用等が

問題となる専門性の高い事件が多く，争点が複雑であることも多いことから，上訴のない事件

であっても，上訴のあった事件とおおむね同様の審理がされていることが多いためではないか

と考えられる。

○ 補正命令に関する状況 【図９６～図１００】

【図９６】から【図１００】までは，行政事件訴訟における補正命令に関する統計である（この

「補正命令あり」の中には，任意の補正の促しがあったものを含まない。）。

補正命令の発令状況を見ると，行政事件訴訟全体では約１割の事件，原告代理人が選任

されていない事件（原告本人訴訟）では約２割の事件について，補正命令が発せられている

（【図９６】，【図９７】）。これは，行政事件訴訟が専門性の高い事件類型であること等から，訴状

の記載等に不備がある事件が少なからずあるためであると考えられる。

補正命令を発した事件の終局区分を見ると，補正命令を発した事件の２７．９％が，不備が

補正されず，訴状却下命令により終局している（【図９８】）。

補正命令の有無別の平均審理期間を見ると，補正命令を発した事件の平均審理期間は，

発しなかった事件の平均審理期間の約半分である（【図９９】）。補正命令を発した後，訴状却

下命令で終局する事件は，短期間で事件が終局するため，補正命令を発した事件の平均審

理期間は，補正命令がない事件に比べて短くなっているのではないかと考えられる。

補正命令を発した事件について，訴えの提起から第１回口頭弁論期日までの平均期間は

３．１月であり，補正命令を発しなかった事件よりも長くなっている（【図１００】）。これは，補正命

令を発した事件においては，訴状の補正に一定の期間を要することが影響を及ぼしているもの

と考えられる。



- -8

資料２

（参考） 人事訴訟事件

○ 人証調べに関する状況 【図１０１～図１０４】

家庭裁判所における人事訴訟の人証実施事件についての平均人証調べ期間は０．３月，平

均人証調べ期日回数は１．２回である（【図１０１】，【図１０２】）。地方裁判所における民事第一

審訴訟事件全体と比較し，平均人証調べ期間が短く，平均人証調べ回数は少ない。

人証数が多くなるほど，平均人証調べ期間が長くなるとともに，平均人証調べ期日回数が多

くなり，人証調べが１回の期日で終了した事件の割合が少なくなるといった点や全体の審理期

間が長くなるにつれ，各手続段階の期間がそれぞれ長くなっているが，特に長くなっているの

は第１回口頭弁論期日から人証調べ開始までの期間（争点整理の期間）であるといった点で

は地方裁判所における民事第一審訴訟事件全体と同様の傾向を示している（【図１３】，【図１

４】，【図１０３】，【図１０４】）。

○ 上訴に関する状況 【図１０５，図１０６】

家庭裁判所における上訴率は１９．３％であり，地方裁判所における民事第一審訴訟事件

全体と比べやや高い（【図１０５】）。

また，判決で終局した事件について，上訴があった事件の平均審理期間は，上訴がなかっ

た事件のそれの１．５倍以上の長さになっており，地方裁判所における民事第一審訴訟事件

全体と同様の傾向を示している（【図１６】，【図１８】，【図１０６】）。

○ 調査官調査に関する状況 【表１０７～図１１０】

家庭裁判所における人事訴訟の調査命令が発令された事件の平均調査期間は１．７月であ

る（【表１０７】）。そして，平均調査期間以上に，調査命令が発令された事件の平均審理期間が

長く，平均期日回数も多い（【図１０８】，【図１１０】）。また，審理期間が長くても，調査期間はそ

れほど長くなっていない（【図１０９】）。これらによれば，調査期間の長短が審理期間の長短を

決めるものではないことがうかがわれる。

○ 付調停に関する状況 【図１１１，図１１２】

家庭裁判所における人事訴訟については，付調停がされた事件数が少ない上，審理期間

もやや長くなっているにとどまっており，その影響は大きなものではない。
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地方裁判所における民事訴訟事件（第一審）の審理に関する統計資料

【表１】 平均人証調べ期間（人証実施事件）

【表２】 平均人証調べ期日回数

【表３】 人証調べ期日回数別の事件数及び平均人証調べ期日間隔

【図４】 人証調べ期日回数２回の事件における人証調べ期日間隔（人証調

べ期間）別の事件数

【図５】 審理期間別の平均人証調べ期間

【図６】 審理期間別の平均人証調べ期日回数及び人証調べ期日回数分布

【図７】 全期日回数別の平均人証調べ期日回数

【図８】 全期日回数別の人証調べ期日回数分布

【図９】 事件類型別の平均人証調べ期間

【図１０】 事件類型別の平均人証調べ期日回数

【図１１】 人証数別の平均人証調べ期間

【図１２】 人証数別の平均人証調べ期日回数

【図１３】 人証数別の人証調べ期日回数分布

【図１４】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況

【表１５】 上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合

【図１６】 上訴の有無別の平均審理期間

【図１７】 上訴の有無別の審理期間分布

【図１８】 対席判決で終局した事件の上訴の有無別の平均審理期間（民事第

一審訴訟事件全体）

【図１９】 人証調べを実施し対席判決で終局した事件の上訴の有無別平均審

理期間（民事第一審訴訟事件全体）

【図２０】 審理期間別の上訴率

【図２１】 全期日回数別の上訴率

【図２２】 事件類型別の上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の

割合

【図２３】 人証数別の上訴率

【図２４】 平均人証調べ期間（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図２５】 平均人証調べ期日回数（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全

資料２
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体）

【図２６】 人証数別の人証調べ期日回数分布（医事関係訴訟）

【図２７】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況（医事関係訴訟）

【図２８】 上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合（医事関

係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図２９】 上訴の有無別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図３０】 上訴の有無別の審理期間分布（医事関係訴訟）

【表３１】 平均鑑定期間（医事関係訴訟の鑑定実施事件。以下同じ）

【表３２の１，２】平均鑑定期間の内訳

【図３３】 審理期間別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（医事関係

訴訟）

【図３４】 審理期間別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間（医事関

係訴訟）

【図３５】 鑑定人選定方法別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（医

事関係訴訟）

【図３６】 鑑定人選定方法別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間

【図３７】 証拠保全の実施率（医事関係訴訟）

【図３８】 証拠保全の有無別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図３９】 診療科目別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図４０】 診療科目別の平均人証数（医事関係訴訟）

【図４１】 診療科目別の鑑定実施率（医事関係訴訟）

【表４２】 平均調停期間（医事関係訴訟）

【表４３】 平均調停期日回数（医事関係訴訟）

【図４４】 調停期日回数別の事件数（医事関係訴訟）

【図４５】 付調停の有無別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図４６】 調停の終了区分別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図４７】 審理期間別の平均調停期間（医事関係訴訟）

【図４８】 審理期間別の平均調停期日回数（医事関係訴訟）

【図４９】 平均人証調べ期間（建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図５０】 平均人証調べ期日回数（建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全

体）

資料２
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【図５１の１】 人証数別の人証調べ期日回数分布（建築請負代金）

【図５１の２】 人証数別の人証調べ期日回数分布（建築瑕疵損害賠償）

【図５２の１】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況（建築請負代金）

【図５２の２】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況（建築瑕疵損害賠償）

【図５３】 上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合（建築関

係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図５４】 上訴の有無別の平均審理期間（建築関係訴訟）

【図５５の１】 上訴の有無別の審理期間分布（建築請負代金）

【図５５の２】 上訴の有無別の審理期間分布（建築瑕疵損害賠償）

【図５６】 対席判決で終局した事件の上訴の有無別の平均審理期間（建築請

負代金）

【図５７】 人証調べを実施し対席判決で終局した事件の上訴の有無別平均審

理期間（建築請負代金）

【表５８】 平均鑑定期間（建築関係訴訟の鑑定実施事件，以下同じ）

【表５９の１，２】平均鑑定期間の内訳

【図６０】 審理期間別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（建築関係

訴訟）

【図６１】 審理期間別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間（建築関

係訴訟）

【図６２】 鑑定人選定方法別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（建

築関係訴訟）

【図６３】 鑑定人選定方法別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間

（建築関係訴訟）

【表６４】 瑕疵主張の有無別の事件数及び事件割合（建築関係訴訟）

【図６５】 瑕疵主張の有無別の平均審理期間（建築関係訴訟）

【図６６】 瑕疵主張の有無別の平均人証数（建築関係訴訟）

【図６７】 瑕疵主張の有無別の鑑定実施率（建築関係訴訟）

【図６８】 瑕疵の内容別の平均審理期間（建築関係訴訟）

【図６９】 瑕疵の内容別の平均人証数（建築関係訴訟）

【図７０】 瑕疵の内容別の鑑定実施率（建築関係訴訟）
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【表７１】 平均調停期間（建築関係訴訟）

【表７２】 平均調停期日回数

【図７３の１】 調停期日回数別の事件数（建築請負代金）

【図７３の２】 調停期日回数別の事件数（建築瑕疵損害賠償）

【図７４】 付調停の有無別の平均審理期間（建築関係訴訟）

【図７５の１】 調停終了区分別の平均審理期間（建築請負代金）

【図７５の２】 調停終了区分別の平均審理期間（建築瑕疵損害賠償）

【図７６の１】 審理期間別の平均調停期間（建築請負代金）

【図７６の２】 審理期間別の平均調停期間（建築瑕疵損害賠償）

【図７７の１】 審理期間別の平均調停期日回数（建築請負代金）

【図７７の２】 審理期間別の平均調停期日回数（建築瑕疵損害賠償）

【図７８】 平均人証調べ期間

（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図７９】 平均人証調べ期日回数（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件

全体）

【図８０】 人証数別の人証調べ期日回数分布（知的財産権訴訟）

【図８１】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況（知的財産権訴訟）

【図８２】 上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合（知的財

産権訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図８３】 上訴の有無別の平均審理期間（知的財産権訴訟）

【図８４】 平均人証調べ期間（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図８５】 平均人証調べ期日回数（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全

体）

【図８６】 人証数別の人証調べ期日回数分布（労働関係訴訟）

【図８７】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況（労働関係訴訟）

【図８８】 上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合（労働関

係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図８９】 上訴の有無別の平均審理期間（労働関係訴訟）

【図９０】 平均人証調べ期間（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図９１】 平均人証調べ期日回数（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件全
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体）

【図９２】 人証数別の人証調べ期日回数分布（行政事件訴訟）

【図９３】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況（行政事件訴訟）

【図９４】 上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合（行政事

件訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図９５】 上訴の有無別の平均審理期間（行政事件訴訟）

【図９６】 補正命令の有無（行政事件訴訟）

【図９７】 原告代理人の有無と補正命令の有無（行政事件訴訟）

【図９８】 補正命令の有無と終局区分（行政事件訴訟）

【図９９】 補正命令の有無と平均審理期間（行政事件訴訟）

【図１００】 第１回口頭弁論期日までの平均期間（行政事件訴訟及び民事第一

審訴訟事件全体 （口頭弁論を実施しなかった事件を除く ）） 。

【図１０１】 平均人証調べ期間（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図１０２】 平均人証調べ期日回数（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図１０３】 人証数別の人証調べ期日回数分布（人事訴訟）

【図１０４】 人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段

階の平均期間の状況（人事訴訟）

【図１０５】 上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合（人事訴

訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図１０６】 上訴の有無別の平均審理期間

【表１０７】 平均調査期間（月）

【図１０８】 調査命令の有無別の平均審理期間

【図１０９】 審理期間別の平均調査期間

【図１１０】 調査命令の有無別の平均全期日回数

【図１１１】 付調停の有無別の平均審理期間

【図１１２】 調停の結果別の平均審理期間



【表1】　平均人証調べ期間（人証実施事件）

【表２】　平均人証調べ期日回数

【表３】　人証調べ期日回数別の事件数及び平均人証調べ期日間隔

（注） 平均人証調べ期日間隔＝平均人証調べ期間÷（人証調べ期日回数－１）

【図４】　人証調べ期日回数２回の事件における人証調べ期日間隔（人証調べ期間）別の事件数
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【図５】　審理期間別の平均人証調べ期間

【図６】　審理期間別の平均人証調べ期日回数及び人証調べ期日回数分布
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【図７】　全期日回数別の平均人証調べ期日回数

【図８】　全期日回数別の人証調べ期日回数分布
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【図９】　事件類型別の平均人証調べ期間
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※上記の図は，人事訴訟についても，地方裁判所における事件を対象としている。
　なお，家庭裁判所に関するデータは下記のとおり（括弧内はデータの基礎となった
    数値）。
家裁 地裁＋家裁

離婚 0.3 　(4,437件） 離婚 0.4   (4,681件)
離縁 0.6 　(155件) 離縁 0.7   (163件)
認知 0.1 　(85件) 認知 0.1   (85件)
親子関係 0.2 　(156件) 親子関係 0.4   (159件)
人事のその他 0.3 　(240件) 人事のその他 0.5   (260件)



【図１０】　事件類型別の平均人証調べ期日回数
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※上記の図は，人事訴訟についても，地方裁判所における事件を対象としている。
　なお，家庭裁判所に関するデータは下記のとおり（括弧内はデータの基礎となった
  数値）。
家裁 地裁＋家裁

離婚 1.2 　(4,437件） 離婚 1.2   (4,681件)
離縁 1.2 　(155件) 離縁 1.3   (163件)
認知 1.0 　(85件) 認知 1.0   (85件)
親子関係 1.1 　(156件) 親子関係 1.1   (159件)
人事のその他 1.2 　(240件) 人事のその他 1.2   (260件)



【図１１】　人証数別の平均人証調べ期間

【図１２】　人証数別の平均人証調べ期日回数
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【図１３】　人証数別の人証調べ期日回数分布
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【図１４】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間の状況　

事件数（件）
受理から
第１回口頭弁論（月）

第１回口頭弁論から
人証調べ開始（月）

人証調べ開始から
人証調べ終了（月）

人証調べ終了から
弁論終結（月）

弁論終結から
終局（月）

合計（月）

1.6 1.5 0.1 0.2 1.0 4.4
36.03% 35.07% 1.42% 4.80% 22.69% 100.00%
1.8 5.1 0.2 0.8 1.5 9.3

19.09% 54.28% 1.81% 8.63% 16.18% 100.00%
2.2 10.3 0.6 2.1 1.9 17.0

12.80% 60.51% 3.56% 12.17% 10.96% 100.00%
2.7 18.0 1.9 4.0 2.3 28.8

9.39% 62.42% 6.43% 13.82% 7.94% 100.00%
3.1 26.5 4.2 7.5 2.7 44.0
7.09% 60.23% 9.55% 16.96% 6.17% 100.00%
4.9 40.4 11.1 14.6 3.5 74.5

6.51% 54.26% 14.93% 19.60% 4.70% 100.00%

３年超
５年以内

５年を超える

1,123

208

６月以内

６月超
１年以内

1,302

5,122

8,654

2,752

１年超
２年以内
２年超
３年以内

4.9

3.1

2.7

2.2

1.8

1.6

40.4

26.5

18.0

10.3

5.1

1.5

11.1

4.2

1.9

14.6

7.5

4.0

2.1

0.1

0.2

0.6

0.2

0.8

1.5

1.9

2.3

1.0

2.7

3.5

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0

５年を超える

３年超
５年以内

２年超
３年以内

１年超
２年以内

６月超
１年以内

６月以内
受理から
第１回口頭弁論

第１回口頭弁論から
人証調べ開始

人証調べ開始から
人証調べ終了

人証調べ終了から
弁論終結

弁論終結から終局

(月）



【表１５】　上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合

16.8%
7.1%

※上訴率＝判決（上訴あり）件数(10,193件)/判決件数(60,765件)
※上訴事件割合＝判決（上訴あり）件数(10,193件)/全既済事件数(143,321件)

【図１６】　上訴の有無別の平均審理期間

（注）　上訴の有無については，判決で終局した事件を対象としている。
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【図１７】上訴の有無別の審理期間分布

【図１８】　対席判決で終局した事件の上訴の有無別の平均審理期間
（民事第一審訴訟事件全体）
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【図１９】人証調べを実施し対席判決で終局した事件の上訴の有無別平均審理期間
（民事第一審訴訟事件全体）

【図２０】　審理期間別の上訴率
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【図２１】　全期日回数別の上訴率
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【図２２】　事件類型別の上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合

※　上記の図は，人事訴訟についても，地方裁判所における事件を対象としている。

　なお，家庭裁判所に関するデータは下記のとおり（括弧内はデータの基礎となった数値）。
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離縁 17.0% 　(27/159件) 離縁 18.7%   (31/166件)

認知 4.2% 　(6/144件) 認知 4.2%   (6/144件)

親子関係 3.6% 　(11/303件) 親子関係 4.6%   (14/307件)

人事のその他 13.6% 　(42/308件) 人事のその他 15.9%   (52/328件)
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離婚 9.5% 　(890/9,322件） 離婚 10.0%   (963/9,628件)
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認知 2.8% 　(6/215件) 認知 2.8%   (6/215件)

親子関係 3.1% 　(11/360件) 親子関係 3.8%   (14/364件)

人事のその他 9.3% 　(42/453件) 人事のその他 10.9%   (52/479件)

38.2

57.1

50.0

12.6
10.8

23.9

33.3

22.2

40.1

28.1

33.4

14.5

31.5

19.4

37.0

43.9

16.1

5.6

20.6

42.9
44.8

8.7

35.3

54.5

27.2
23.9

38.5

5.8 5.9

1.1

8.3
10.5

8.0

14.3 13.4 14.5

7.9

16.9

6.1

13.1

4.9
2.9

12.0
14.7 14.8

5.0

13.4

32.4

14.2

75.0

2.1
0.0

44.4

75.0

0.0

15.3

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

離
婚

離
縁

認
知

親
子
関
係

人
事

の
そ
の
他

売
買
代
金

貸
金

立
替
金

建
築
請
負
代
金

建
築
瑕
疵
損
害
賠
償

交
通
損
害
賠
償

医
療
損
害
賠
償

公
害
損
害
賠
償

そ
の
他

の
損
害
賠
償

手
形
金

手
形
異
議

金
銭
債
権
存
否

労
働
金
銭

知
的
財
産
金
銭

金
銭

の
そ
の
他

建
物

土
地

労
働

知
的
財
産

請
求
異
議

第
三
者
異
議

公
害
差
止

め

そ
の
他

306 9 0 4 26 3083 9652 6664 2255 620 7576 1120 119 17198 114 231 1815 1828 353 47694249449714 450 264 902 179 37 6164

191 7 0 4 20 1425 5270 3401 786 195 2713 399 57 7480 62 124 567 649 123 14587130055636 154 87 518 68 22 3215

73 4 0 3 10 180 570 73 188 65 603 160 16 2502 9 39 110 240 54 2348 725 1162 66 39 45 24 12 876

上訴率

上訴事件割合

（％）

既済件数

判決件数

上訴件数



【図２３】　人証数別の上訴率
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【図２４】　平均人証調べ期間（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図２５】　平均人証調べ期日回数（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図２６】　人証数別の人証調べ期日回数分布（医事関係訴訟）
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【図２７】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間の状況（医事関係訴訟）

事件数（件）
受理から
第１回口頭弁論
（月）

第１回口頭弁論か
ら
人証調べ開始（月）

人証調べ開始から
人証調べ終了（月）

人証調べ終了から
弁論終結（月）

弁論終結から
終局（月）

合計（月）

1.2 1.8 0.0 0.5 1.5 5.1
24.55% 35.64% 0.59% 8.91% 30.30% 100.00%

2.5 4.6 0.3 0.2 1.8 9.4
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5.98% 45.84% 8.98% 32.60% 6.61% 100.00%
5.8 27.8 6.4 28.4 4.3 72.8

7.97% 38.25% 8.78% 39.08% 5.91% 100.00%
（注）　端数処理の関係で，各手続段階の平均期間の合計は，全体の審理期間とは必ずしも一致しない。
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【図２９】　上訴の有無別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図２８】　上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合
　　　　　　（医事関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図３０】上訴の有無別の審理期間分布（医事関係訴訟）
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【表３１】平均鑑定期間（医事関係訴訟の鑑定実施事件。以下同じ）
平成１８年 6.4月

【表３２の１】　平均鑑定期間の内訳
1.6月
4.9月

【表３２の２】 平均鑑定期間の内訳
6.6月

【図３３】　審理期間別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（医事関係訴訟）

鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間

鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間
鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間
※　鑑定採用日と鑑定人指定日が同一の事件は，医事関係訴訟（鑑定実施事件）
　 １９０件中１４５件であった。（他に鑑定採用されたものの，鑑定人選任前に事件が
   終了したものが１件ある）この１４６件を除いた，鑑定採用から鑑定人指定までの
   平均期間は以下のとおりである。
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【図３４】　審理期間別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間（医事関係訴訟）

【図３５】　鑑定人選定方法別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（医事関係訴訟）
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【図３６】　鑑定人選定方法別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間

【図３７】　証拠保全の実施率（医事関係訴訟）
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【図３８】　証拠保全の有無別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図３９】　診療科目別の平均審理期間（医事関係訴訟）
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【図４０】　診療科目別の平均人証数（医事関係訴訟）

【図４１】　診療科目別の鑑定実施率（医事関係訴訟）
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【表４２】　平均調停期間（医事関係訴訟）

【表４３】　平均調停期日回数（医事関係訴訟）

【図４４】　調停期日回数別の事件数（医事関係訴訟）
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【図４５】　付調停の有無別の平均審理期間（医事関係訴訟）

【図４６】　調停の終了区分別の平均審理期間（医事関係訴訟）
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【図４７】　審理期間別の平均調停期間（医事関係訴訟）

【図４８】　審理期間別の平均調停期日回数（医事関係訴訟）
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【図４９】　平均人証調べ期間（建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図５０】　平均人証調べ期日回数（建築関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図５１の１】　人証数別の人証調べ期日回数分布（建築請負代金）

【図５１の２】　人証数別の人証調べ期日回数分布（建築瑕疵損害賠償）
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【図５２の１】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間の状況（建築請負代金）
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受理から
第１回口頭弁論

第１回口頭弁論から
人証調べ開始（月）

人証調べ開始か
ら

人証調べ終了から
弁論終結（月）

弁論終結から
終局（月）

合計（月）

1.3 1.9 0.0 0.1 0.9 4.2
30.60% 43.79% 0.71% 2.87% 22.04% 100.00%
2.0 5.2 0.3 0.7 1.5 9.7

20.83% 53.53% 2.66% 7.37% 15.62% 100.00%
1.7 11.0 0.7 2.0 1.8 17.2

10.07% 64.26% 3.86% 11.44% 10.38% 100.00%
2.7 19.4 2.4 2.6 2.0 29.1
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【図５２の２】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間の状況（建築瑕疵損害賠償）
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第１回口頭弁論から
人証調べ開始（月）

人証調べ開始か
ら

人証調べ終了から
弁論終結（月）

弁論終結から
終局（月）

合計（月）

2.2 1.3 0.0 0.0 1.7 5.2
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【図５４】　上訴の有無別の平均審理期間（建築関係訴訟）

（注）　上訴の有無については，判決で終局した事件を対象としている。

【図５３】　上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合
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【図５５の１】　上訴の有無別の審理期間分布（建築請負代金）

【図５５の２】　上訴の有無別の審理期間分布（建築瑕疵損害賠償）
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【図５６】　対席判決で終局した事件の上訴の有無別の平均審理期間（建築請負代金）

【図５７】人証調べを実施し対席判決で終局した事件の上訴の有無別平均審理期間（建築請負代金）
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【表５８】　平均鑑定期間（建築関係訴訟の鑑定実施事件，以下同じ）
平成１８年 6.3月

【表５９の１】　平均鑑定期間の内訳

【表５９の２】　平均鑑定期間の内訳
3.2月

【図６０】　審理期間別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（建築関係訴訟）

（注）　審理期間１年以内の事件は該当なし

（注）　審理期間１年以内の事件は該当なし。

鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間

（注）　１ 鑑定採用日と鑑定人指定日が同一の事件を含んでいる。
　　　　２　審理期間１年以内の事件は該当なし。

【図６１】　審理期間別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間（建築関係訴訟）

※　鑑定採用日と鑑定人指定日が同一の事件は，建築関係訴訟（鑑定実施事件）
　８９件中６２件であった。
　この６２件を除いた，鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間は以下のとおりである。
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【図６２】　鑑定人選定方法別の鑑定採用から鑑定人指定までの平均期間（建築関係訴訟）

（注）　鑑定採用日と鑑定人指定日が同一の事件を含んでいる。　

【図６３】　鑑定人選定方法別の鑑定人指定から鑑定書提出までの平均期間（建築関係訴訟）
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【表６４】　瑕疵主張の有無別の事件数及び事件割合（建築関係訴訟）

瑕疵主張あり 瑕疵主張なし
事件数 1406 1464
事件割合 49.0% 51.0%

【図６５】　瑕疵主張の有無別の平均審理期間（建築関係訴訟）

【図６６】　瑕疵主張の有無別の平均人証数（建築関係訴訟）
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【図６７】　瑕疵主張の有無別の鑑定実施率（建築関係訴訟）

【図６８】　瑕疵の内容別の平均審理期間（建築関係訴訟）
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【図６９】　瑕疵の内容別の平均人証数（建築関係訴訟）

【図７０】　瑕疵の内容別の鑑定実施率（建築関係訴訟）
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【表７１】　平均調停期間（建築関係訴訟）

【表７２】　平均調停期日回数

建築瑕疵損害賠償 建築請負代金
平均調停期間 15.0 13.2
付調停事件数 213 267

建築瑕疵損害賠償 建築請負代金
平均調停期日回数 11.1 9.4



【図７３の１】　調停期日回数別の事件数（建築請負代金）

【図７３の２】　調停期日回数別の事件数（建築瑕疵損害賠償）
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【図７４】　付調停の有無別の平均審理期間（建築関係訴訟）
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【図７５の１】　調停終了区分別の平均審理期間（建築請負代金）

【図７５の２】　調停終了区分別の平均審理期間（建築瑕疵損害賠償）
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【図７６の１】　審理期間別の平均調停期間（建築請負代金）

【図７６の２】　審理期間別の平均調停期間（建築瑕疵損害賠償）
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【図７７の１】　審理期間別の平均調停期日回数（建築請負代金）

【図７７の２】　審理期間別の平均調停期日回数（建築瑕疵損害賠償）
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【図７８】　平均人証調べ期間（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図７９】　平均人証調べ期日回数（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図８０】　人証数別の人証調べ期日回数分布（知的財産権訴訟）

【図８１】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間
の状況（知的財産権訴訟）
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【図８３】　上訴の有無別の平均審理期間（知的財産権訴訟）

（注）　上訴の有無については，判決で終局した事件を対象としている。

【図８２】　上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合
　　　　　　　（知的財産権訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図８４】　平均人証調べ期間（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図８５】　平均人証調べ期日回数（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図８６】　人証数別の人証調べ期日回数分布（労働関係訴訟）

【図８７】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間
の状況（労働関係訴訟）

事件数（件）
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【図８９】　上訴の有無別の平均審理期間（労働関係訴訟）

（注）　上訴の有無については，判決で終局した事件を対象としている。

【図８８】　上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合
　　　　　　　（労働関係訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図９０】　平均人証調べ期間（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

【図９１】　平均人証調べ期日回数（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図９２】　人証数別の人証調べ期日回数分布（行政事件訴訟）

【図９３】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間
の状況（行政事件訴訟）

事件数（件）
受理から
第１回口頭弁論（月）

第１回口頭弁論から
人証調べ開始（月）

人証調べ開始から
人証調べ終了（月）

人証調べ終了から
弁論終結（月）

弁論終結から
終局（月）
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【図９５】　上訴の有無別の平均審理期間（行政事件訴訟）

（注）　上訴の有無については，判決で終局した事件を対象としている。

【図９４】　上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合
　　　　　　　（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図９６】補正命令の有無（行政事件訴訟）

【図９７】原告代理人の有無と補正命令の有無（行政事件訴訟）
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【図９８】補正命令の有無と終局区分（行政事件訴訟）

【図９９】補正命令の有無と平均審理期間（行政事件訴訟）
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【図１００】第１回口頭弁論期日までの平均期間（行政事件訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
　　　　　（口頭弁論を実施しなかった事件を除く。）
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【図１０１】　平均人証調べ期間（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

人事訴訟 一審訴訟事件全体
人証調べ実施件数 5079 27055
平均人証調べ期間 0.3 0.9

【図１０２】　平均人証調べ期日回数（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）
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【図１０３】　人証数別の人証調べ期日回数分布（人事訴訟）
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【図１０４】　人証調べを実施して判決で終局した事件の審理期間別の各手続段階の平均期間の状況（人事訴訟）

事件数（件）
受理から
第１回口頭弁論（月）

第１回口頭弁論から
人証調べ開始（月）

人証調べ開始から
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弁論終結から
終局（月）
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【図１０５】　上訴率及び全既済事件に対する上訴があった事件の割合
（人事訴訟及び民事第一審訴訟事件全体）

人事訴訟 民事第一審訴訟事件全体

上訴数 948 9,756

事件総数 10,706 143,317

判決総数 5,043 60,764

上訴率 18.8% 16.1%

上訴事件割合 8.9% 6.8%

【図１０６】　上訴の有無別の平均審理期間
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【表１０７】　平均調査期間（月）

【図１０８】　調査命令の有無別の平均審理期間

【図１０９】　審理期間別の平均調査期間
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【図１１０】　調査命令の有無別の平均全期日回数
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【図１１１】　付調停の有無別の平均審理期間

【図１１２】　調停の結果別の平均審理期間
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